
長時間労働の解決に向けた取組目標と荷役・待機時間短縮の効果的な取組例長時間労働の要因

⚫1か月の拘束時間
（改正前）原則293時間

(最大320時間）

（改正後）原則284時間
（最大310時間）

⚫長時間労働

荷主の皆さまとトラック運送事業者と一体となっての問題解決にご理解、ご協力お願い致します。

荷主の皆さまへ～物流の２０２４年問題の解決に向けてのお願い

取組目標：2024年度までに荷役・待機時間を30分以内に短縮する。

岩手運輸支局 ・ 岩手労働局 ・（公社）岩手県トラック協会

パレットの標準化

（改正前）継続8時間
⚫１日の休息期間

（改正後）
継続11時間を基本とし、

継続9時間

⚫人手不足

全産業平均より約２割長い 全産業平均の約２倍高い

荷役・待機時間の影響が大きい

外装の標準化 予約受付システムの導入

トラックドライバーの働き方をめぐる問題 労働時間の規制強化とその影響（２０２４年４月～）

運行回数を減らすなどの
検討が必要かも…

例えば、


